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2025 年９月１日 

各 位 

会社名    株式会社エス・サイエンス 

（コード番号：5721、東証スタンダード）

代表者名 代表取締役社長 久永 賢剛 

問合せ先    総務部長 甲佐 邦彦 

（TEL．03－3573－3721）

 

 

第２回及び第３回無担保普通社債（私募債）の発行に関するお知らせ 

 

当社は、2025 年９月１日開催の取締役会決議により、第２回及び第３回普通社債（以下「本

社債」といいます。）を Long Corridor Alpha Opportunities Master Fund、MAP246 Segregated 

Portfolio, a segregated portfolio of LMA SPC 及び BEMAP Master Fund Ltd. に対して発行

することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本社債には、財務上の特約（注）が付されたものではありませんが、本社債の総額が直

前会計年度の連結純資産の 30％に相当する金額であるため、投資者の投資判断に著しい影響を

及ぼすと認められる場合として、お知らせするものです。 

本社債の発行による調達した資金総額 20 億円は、ビットコインの購入に充当する予定です。 

 

 

記 

 

Ⅰ．９月１日の主な検討事項 

当社は本日開催の取締役会において、暗号資産投資事業の進捗状況および市場環境を踏まえ、

第２回及び第３回無担保普通社債（私募債、総額 20 億円）の発行について協議いたしました。 

暗号資産市場では、半減期後の需給構造の変化や機関投資家による ETF 経由の資金流入が継続

していることから、中長期的な資産価値の上昇期待が高まっております。こうした市況を背景に、

当社としては中核事業として掲げる暗号資産投資事業において、円建て資産に偏らない形で機動

的にビットコインを取得し、財務健全性と資産価値の双方を高めることが重要であると判断いた

しました。 

その上で、無利息・短期・繰上償還条項付という柔軟性の高い設計を持つ本社債を発行するこ

とで、必要な資金を効率的に調達しつつ、将来的な財務負担を固定化しない枠組みを維持できる

点について、取締役会において確認を行いました。 
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Ⅱ．再度の社債発行を決定した背景 

当社は、2025 年８月 18 日付「普通社債（私募債）の発行枠（上限 100 億円）の設定、及び、 

引受に関する基本合意書締結に関するお知らせ」にて公表のとおり、Long Corridor Asset 

Management Limited との間で、Long Corridor Alpha Opportunities Master Fund、MAP246 

Segregated Portfolio, a segregated portfolio of LMA SPC 及び BEMAP Master Fund Ltd.を引

受先とする普通社債の発行枠（上限 100 億円）の設定、及び、引受に関する基本合意書を締結（以

下、「本基本合意」といいます。）しております。本社債の発行は本社債の発行は、本基本合意に

基づいて発行するものでありますが、当社の暗号資産投資事業の推進に必要な資金を確保するた

め、本社債を発行することといたしました。 

本社債の設計は、本基本合意で定めたとおり、「利息ゼロ・１年以内満期・繰上償還可能」と

いう特徴を備えており、当社の資本効率性と財務健全性を両立するものです。すなわち、利払い

負担を伴わず、必要に応じて速やかに返済が可能であることから、恒常的なレバレッジ拡大に依

存するものではなく、暗号資産投資の好機を捉えるための柔軟な資金調達手段として機能するも

のであります。 

このように、流動性の高い資金を戦略的に活用することで、中核事業である暗号資産投資事業

の拡大を進めてまいります。 

 

注：「財務上の特約」とは、企業内容等の開示に関する内閣府令第 19 条第２項第 12 号の４に

規定する財務上の特約のことをいい、上場会社の財務指標があらかじめ定めた基準を維持するこ

とができない事由が生じたことを条件として上場会社が期限の利益を喪失する旨の特約に限る

とされています。 

 

 

Ⅲ．本社債の内容 

１． 名称 株式会社エス・サイエンス第２回無担保普通社債 

２． 社債の総額 金1,000,000,000円 

３． 各社債の金額 金25,000,000円 

４． 払込期日 2025年９月４日 

５． 償還期日 2026年９月４日 

６． 利率 年利0.0％（ゼロクーポン） 

７． 発行価額 額面100円につき金95円 

８． 償還価額 額面100円につき金100円 

９． 償還方法 本社債は、2026年９月４日（償還期限）にその総額を各社債の金

額100円につき金100円で償還する。但し、繰上償還の場合は、第

10項に定める金額による。 

10． 繰上償還 (イ) 組織再編行為による繰上償還 

組織再編行為（以下に定義する。）が当社の株主総会で承認された

場合（株主総会の承認が不要な場合は当社の取締役会で決議され

た場合。かかる承認又は決議がなされた日を、以下「組織再編行
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為承認日」という。）において、承継会社等（以下に定義する。）

の普通株式がいずれの金融商品取引所にも上場されない場合に

は、当社は本社債の保有者（以下「本社債権者」という。）に対し

て償還日（当該組織再編行為の効力発生日前の日とする。）の30

日前までに通知の上、残存する本社債の全部（一部は不可）を、

各社債の金額100円につき金100円で繰上償還するものとする。 

当社は、本号(イ)に定める通知を行った後は、当該通知に係る繰

上償還通知を撤回又は取り消すことはできない。 

(ロ) 公開買付けによる上場廃止に伴う繰上償還 

当社普通株式について金融商品取引法に基づく公開買付けがなさ

れ、当社が当該公開買付けに賛同する意見を表明し、当該公開買

付けの結果、当社普通株式が上場されている全ての日本の金融商

品取引所においてその上場が廃止となる可能性があることを当社

又は公開買付者が公表又は容認し（但し、当社又は公開買付者が、

当該公開買付け後も当社普通株式の上場を維持するよう努力する

旨を公表した場合を除く。）、かつ公開買付者が当該公開買付けに

より当社普通株式を取得した場合、当社は、本社債権者に対して

当該公開買付けによる当社普通株式の取得日（当該公開買付けに

係る決済の開始日を意味する。）から15日以内に通知の上、当該通

知日から30日以上60日以内の日を償還日として、残存する本社債

の全部（一部は不可）を、本号(イ)に記載の償還の場合に準ずる

方式によって算出される償還金額で繰上償還するものとする。 

本号(イ)及び(ロ)の両方に従って本社債の償還を義務付けられる

場合、本号(イ)の手続が適用される。但し、組織再編行為により

当社普通株式の株主に支払われる対価を含む条件が公表される前

に本号(ロ)に基づく通知が行われた場合には、本号(ロ)の手続が

適用される。 

(ハ) スクイーズアウト事由による繰上償還 

当社普通株式を全部取得条項付種類株式にする定款の変更の後、

当社普通株式の全てを対価をもって取得する旨の当社の株主総会

の決議がなされた場合、当社の特別支配株主（会社法第179条第１

項に定義される。）による当社の他の株主に対する株式等売渡請求

を承認する旨の当社の取締役会の決議がなされた場合又は上場廃

止を伴う当社普通株式の併合を承認する旨の当社の株主総会の決

議がなされた場合（以下「スクイーズアウト事由」という。）、当

社は、本社債権者に対して、実務上可能な限り速やかに、但し、

当該スクイーズアウト事由の発生日から14日以内に通知した上

で、当該通知において指定した償還日（かかる償還日は、当該ス

クイーズアウト事由に係る当社普通株式の取得日又は効力発生日

より前で、当該通知の日から14営業日目以降30営業日目までのい

ずれかの日とする｡）に、残存する本社債の全部（一部は不可）を、

本号(イ)に記載の償還の場合に準ずる方式によって算出される償

還金額で繰上償還するものとする。 
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(ニ) 上場廃止事由等又は監理銘柄指定による繰上償還 

本社債権者は、当社普通株式について、上場廃止事由等（以下に

定義する。）が生じた若しくは生じる合理的な見込みがある場合、

又は東京証券取引所による監理銘柄への指定がなされた若しくは

なされる合理的な見込みがある場合には、その選択により、当社

に対して、償還すべき日の10営業日以上前に事前通知を行った上

で、当該繰上償還日に、その保有する本社債の全部又は一部を各

社債の金額100円につき金100円で繰上償還することを、当社に対

して請求する権利を有する。 

「上場廃止事由等」とは以下の事由をいう。 

当社又はその企業集団に、東京証券取引所有価証券上場規程第601

条第１項各号に定める事由が発生した場合（但し、同項１号に定

める事由が発生した場合には、当社が東京証券取引所スタンダー

ド市場への市場区分の変更申請を実施している場合であって、当

該申請が承認されることが合理的に見込まれる場合を除く。）、又

は、当社が本社債の払込期日以降その事業年度の末日現在におけ

る財務諸表又は連結財務諸表において債務超過となる場合におい

て、当該事業年度の末日の翌日から起算して６か月を経過する日

までの期間において債務超過の状態でなくならなかった場合 

(ホ) 当社の選択による繰上償還 

当社は、その選択により、本社債権者に対して、償還すべき日（償

還期限より前の日とする。）より前に、当社の判断で事前通知を行

った上で、当該繰上償還日に、残存する本社債の全部又は一部を

各社債の金額100円につき金100円で繰上償還することができる。 

(ヘ)  本社債権者の選択による繰上償還 

本社債権者は、本社債の払込期日以降において、当社普通株式の

東京証券取引所における普通取引の終値が68円（注：本新株予約

権の下限行使価額）（但し、株式の分割、併合又は無償割当が行わ

れた場合には、当該金額につき、公正かつ合理的な調整を行う。）

を累積５取引日下回った場合、当該日以降いつでも、当社に対し

て、償還すべき日の２週間以上前に事前通知を行った上で、当該

繰上償還日に、その保有する本社債の全部又は一部を各社債の金

額100円につき金100円で繰上償還することを、当社に対して請求

する権利を有する。 

11. 引受人 Long Corridor Alpha Opportunities Master Fund 、 MAP246 

Segregated Portfolio, a segregated portfolio of LMA SPC及び

BEMAP Master Fund Ltd. 

 

１． 名称 株式会社エス・サイエンス第３回無担保普通社債 

２． 社債の総額 金1,000,000,000円 

３． 各社債の金額 金25,000,000円 

４． 払込期日 2025年９月４日 

５． 償還期日 2026年９月４日 
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６． 利率 年利0.0％（ゼロクーポン） 

７． 発行価額 額面100円につき金95円 

８． 償還価額 額面100円につき金100円 

９． 償還方法 本社債は、2026年９月４日（償還期限）にその総額を各社債の金

額100円につき金100円で償還する。但し、繰上償還の場合は、第

10項に定める金額による。 

10． 繰上償還 (イ) 組織再編行為による繰上償還 

組織再編行為（以下に定義する。）が当社の株主総会で承認された

場合（株主総会の承認が不要な場合は当社の取締役会で決議され

た場合。かかる承認又は決議がなされた日を、以下「組織再編行

為承認日」という。）において、承継会社等（以下に定義する。）

の普通株式がいずれの金融商品取引所にも上場されない場合に

は、当社は本社債の保有者（以下「本社債権者」という。）に対し

て償還日（当該組織再編行為の効力発生日前の日とする。）の30

日前までに通知の上、残存する本社債の全部（一部は不可）を、

各社債の金額100円につき金100円で繰上償還するものとする。 

当社は、本号(イ)に定める通知を行った後は、当該通知に係る繰

上償還通知を撤回又は取り消すことはできない。 

(ロ) 公開買付けによる上場廃止に伴う繰上償還 

当社普通株式について金融商品取引法に基づく公開買付けがなさ

れ、当社が当該公開買付けに賛同する意見を表明し、当該公開買

付けの結果、当社普通株式が上場されている全ての日本の金融商

品取引所においてその上場が廃止となる可能性があることを当社

又は公開買付者が公表又は容認し（但し、当社又は公開買付者が、

当該公開買付け後も当社普通株式の上場を維持するよう努力する

旨を公表した場合を除く。）、かつ公開買付者が当該公開買付けに

より当社普通株式を取得した場合、当社は、本社債権者に対して

当該公開買付けによる当社普通株式の取得日（当該公開買付けに

係る決済の開始日を意味する。）から15日以内に通知の上、当該通

知日から30日以上60日以内の日を償還日として、残存する本社債

の全部（一部は不可）を、本号(イ)に記載の償還の場合に準ずる

方式によって算出される償還金額で繰上償還するものとする。 

本号(イ)及び(ロ)の両方に従って本社債の償還を義務付けられる

場合、本号(イ)の手続が適用される。但し、組織再編行為により

当社普通株式の株主に支払われる対価を含む条件が公表される前

に本号(ロ)に基づく通知が行われた場合には、本号(ロ)の手続が

適用される。 

(ハ) スクイーズアウト事由による繰上償還 

当社普通株式を全部取得条項付種類株式にする定款の変更の後、

当社普通株式の全てを対価をもって取得する旨の当社の株主総会

の決議がなされた場合、当社の特別支配株主（会社法第179条第１

項に定義される。）による当社の他の株主に対する株式等売渡請求

を承認する旨の当社の取締役会の決議がなされた場合又は上場廃
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止を伴う当社普通株式の併合を承認する旨の当社の株主総会の決

議がなされた場合（以下「スクイーズアウト事由」という。）、当

社は、本社債権者に対して、実務上可能な限り速やかに、但し、

当該スクイーズアウト事由の発生日から14日以内に通知した上

で、当該通知において指定した償還日（かかる償還日は、当該ス

クイーズアウト事由に係る当社普通株式の取得日又は効力発生日

より前で、当該通知の日から14営業日目以降30営業日目までのい

ずれかの日とする｡）に、残存する本社債の全部（一部は不可）を、

本号(イ)に記載の償還の場合に準ずる方式によって算出される償

還金額で繰上償還するものとする。 

(ニ) 上場廃止事由等又は監理銘柄指定による繰上償還 

本社債権者は、当社普通株式について、上場廃止事由等（以下に

定義する。）が生じた若しくは生じる合理的な見込みがある場合、

又は東京証券取引所による監理銘柄への指定がなされた若しくは

なされる合理的な見込みがある場合には、その選択により、当社

に対して、償還すべき日の10営業日以上前に事前通知を行った上

で、当該繰上償還日に、その保有する本社債の全部又は一部を各

社債の金額100円につき金100円で繰上償還することを、当社に対

して請求する権利を有する。 

「上場廃止事由等」とは以下の事由をいう。 

当社又はその企業集団に、東京証券取引所有価証券上場規程第601

条第１項各号に定める事由が発生した場合（但し、同項１号に定

める事由が発生した場合には、当社が東京証券取引所スタンダー

ド市場への市場区分の変更申請を実施している場合であって、当

該申請が承認されることが合理的に見込まれる場合を除く。）、又

は、当社が本社債の払込期日以降その事業年度の末日現在におけ

る財務諸表又は連結財務諸表において債務超過となる場合におい

て、当該事業年度の末日の翌日から起算して６か月を経過する日

までの期間において債務超過の状態でなくならなかった場合 

(ホ) 当社の選択による繰上償還 

当社は、その選択により、本社債権者に対して、償還すべき日（償

還期限より前の日とする。）より前に、当社の判断で事前通知を行

った上で、当該繰上償還日に、残存する本社債の全部又は一部を

各社債の金額100円につき金100円で繰上償還することができる。 

(ヘ)  本社債権者の選択による繰上償還 

本社債権者は、本社債の払込期日以降において、当社普通株式の

東京証券取引所における普通取引の終値が68円（注：本新株予約

権の下限行使価額）（但し、株式の分割、併合又は無償割当が行わ

れた場合には、当該金額につき、公正かつ合理的な調整を行う。）

を累積５取引日下回った場合、当該日以降いつでも、当社に対し

て、償還すべき日の２週間以上前に事前通知を行った上で、当該

繰上償還日に、その保有する本社債の全部又は一部を各社債の金

額100円につき金100円で繰上償還することを、当社に対して請求
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する権利を有する。 

11. 引受人 Long Corridor Alpha Opportunities Master Fund 、 MAP246 

Segregated Portfolio, a segregated portfolio of LMA SPC及び

BEMAP Master Fund Ltd. 

 

＜本社債の使途＞ 

 具体的な使途 金 額（百万円） 支出予定時期 

①  ビットコイン（BTC）購入 2,000 2025 年９月上旬 

合計 2,000  

 

 

Ⅳ．今後の見通し 

本件による当社の 2026 年３月期の当社業績に与える影響は軽微であると予想しております。

今後、当社の連結業績等に影響があると判明した場合には、速やかにお知らせいたします。 

 

以上 


